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光化学オキシダント(Ox)は全国的に環境基準

達成率が低く大気環境における喫緊の課題とな

っているが，従来のモニタリングデータを用いた

解析ではOxの発生源を把握することは困難であ

る。今回，共同研究機関が開発した支援ツールを

活用してシミュレーションによる発生源解析を

行い，関東地域を対象に Ox 生成に影響を及ぼす

発生源の業種別の寄与割合を推定した。 

神奈川県内に光化学スモッグ注意報が発令さ

れた事案(2017 年 7 月 8 日)について解析したと

ころ，関東域内の NOx 発生源(固定発生源)の寄

与割合は 45%程度を占めており、業種別にみると

電気業の割合が高いことが明らかとなった。 

次いで関東地域の固定発生源からの NOx 排出

量を 20%削減した場合に関東地域内のOx濃度が

どのように変化するかを検討した。その結果，化

学工業、鉄鋼業からの排出量を削減した場合は主

に千葉県でのみ Ox 濃度の減少がみられたが，電

気業からの排出量を削減した場合には東京都，千

葉県，神奈川県の東京湾沿岸部と茨城県の一部で

Ox 濃度の減少がみられることなどが明らかとな

った。 

また，前述の 3 業種以外の固定発生源からの排

出量を削減すると関東の広い地域でOx濃度の減

少がみられることが明らかとなった。 
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箱根山における火山ガスの継続的な観測から，

2013 年，2015 年，2017 年，2019 年の火山活動活

発化に関連して，火山ガス中の CO2/H2S 比が上

昇する変化が捉えられた。2019 年の変化は，2013

年や 2015 年と比較して明瞭ではなく，また最高

値が低かった。これは，2019 年の活動規模が小さ

かったことを反映している可能性があるが，水蒸

気噴火が発生するなど 2015 年の活動規模が非常

に大きかったために大涌谷一帯の地下構造が変

化し，そのことが火山ガス組成に影響している可

能性も考えられた。さらに，火山ガスの組成変化

と火山活動活発化との関連性について検討した

ところ，CO2/H2S 比の変化率（上昇速度）と箱根

山を挟む基線の基線長変化率（伸長速度）が，活

動規模を予測するための指標として今後利用で

きる可能性があるものと考えられた。これらは，

変動の初期段階か，少なくとも活動がピークに達

する前に算出できる可能性があり，事例をさらに

蓄積することにより，早期に活動規模を予測する

手法として活用できるようになることが今後期

待される。 
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繊維を除く 1mm 以上のプラスチック片を対象

として，流域～河川～海岸にわたるプラスチック

片の動態を解明するために，引地川流域における

道路堆積物及び河岸・海岸漂着物の現地調査を実

施した。 

用途地域間の道路堆積物中のプラスチック片

濃度を比較したところ，プラスチック片数密度に

関しては商業地域が他地域よりも有意に大きか

ったが，プラスチック片質量濃度については住居

地域が顕著であった。 

プラスチック片の材質を道路・河川・海岸で比

べたところ，河川水や河岸漂着物，海岸漂着物で

は代表三種（PE と PP，PS）が卓越し，代表三種

の和は 93～97％となった。一方，道路堆積物に関

しては代表三種の割合は 7.3～70％であり，河川

や海岸に堆積するプラスチック片よりも大幅に

少なかった。道路上には比重が 1 より重いプラス

チック片が多く存在しているが，道路からの流出

と河岸，海岸への漂着過程にて，比重の小さい材

質のみが河岸や海岸に到達していることが示さ

れた。また，住居地域は他の用途地域よりもプラ

スチック片の質量濃度や代表三種の割合が最大

であることから，住居地域における重点的なプラ

スチックごみ削減対策の立案・実施が有用である

ことが示唆された。 

 


